第１号様式（第８条関係）
年　月　日
新宿区長　　宛て
	補助対象者
	住所
	〒


	
	ふりがな
氏名
	

	
	(法人にあっては、名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）

	
	電話番号
	


新宿区不燃化建替促進事業全体設計（変更）承認申請書
　新宿区不燃化建替促進事業について、全体設計(変更)承認を受けたいので、関係書類を添えて下記のとおり申請します。
記
１ 補助対象事業の種類（該当する項目にチェック） 
　☐不燃化建替え工事（除却及び新築）　　☐除却工事
２ 現在の建築物の概要
	所在地
	(地名地番) 新宿区
	

	
	(住居表示) 新宿区
	

	建物名称
	
	

	所有者
（所有者が複数いる場合は代表者）
	住　　所
	☐住居表示
☐補助対象者住所
	に同じ　　☐（
	）

	
	氏　　名
	☐補助対象者	に同じ　　☐（
	）

	建築確認
	☐無　☐有	年	月	日 　　第
	号

	検査済証交付
	☐無　☐有	年	月	日 　　第
	号

	着 工 年 月 日
		年	月 （頃）
	

	建築竣工年月
		年	月 （頃）
	

	構 造 ・ 規 模
	☐木造（耐火建築物、準耐火建築物を除く）
地上　階、地下　階、塔屋　階、　延べ面積 　㎡（小数点以下第3位切り捨て）
	

	用	途
	　☐一戸建ての住宅　☐長屋　☐共同住宅　☐寄宿舎　☐下宿
　☐住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねるもの
※店舗等の用に供する部分の床面積が延べ面積の２分の１未満であるものに限る。
	


[bookmark: _Hlk212626469]３ 新築する建築物の概要
	[bookmark: _Hlk212626462]所在地
	(地名地番) 新宿区
	

	
	(住居表示) 新宿区
	

	計画（建物）
名称
	☐補助対象者自宅 　　　　　　　　  ☐（
	）

	所有者
（所有者が複数いる場合は代表者）
	住　　所
	☐住居表示
☐補助対象者住所
	に同じ　 ☐（
	）

	
	氏　　名
	☐補助対象者	に同じ 　☐（
	）

	建築確認
	年	月	日 　　第
	号

	建築竣工予定
	年	月 （予定）
	

	規模
	地上　階、地下　階、塔屋　階、延べ面積
	㎡

	構造
	☐　木造　　☐　鉄骨造　　 　☐　鉄筋コンクリート造
☐　鉄骨鉄筋コンクリート造 　☐　その他（　　　　　　　　）
	

	用途
	☐一戸建ての住宅　☐長屋　☐共同住宅　☐寄宿舎　☐下宿
☐住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねるもの
※店舗等の用に供する部分の床面積が延べ面積の２分の１未満であるものに限る。
	

	種類
	☐耐火建築物　☐延焼防止建築物　☐準耐火建築物　☐準延焼防止建築物
	


	
	
	
	
	

	[bookmark: _Hlk212626724]４ 耐震診断実施状況
	診断者：
	
	新宿区耐震診断登録員番号：
	

	
	診断時期：
	年　　　月　　日



	５ 事業費（千円）
	区分
	全体
	年度
	年度

	
	事業費
	
	
	



	６ 施工予定期間
	  　　年　　月　　日
	～
	  年　　月　　日

	７ 添付書類（次頁添付書類一覧を参照のこと）
ただし、変更の場合は、変更に係る部分のみを添付すること。


		


第1号様式　添付書類一覧
1 既存建築物の登記簿謄本等の写し
・登記簿謄本、抄本、登記事項証明書、課税明細書、建築確認済証、検査済証等の写し
2 工事見積書
・事業の進捗に合わせた年度ごとの内訳書
3 案内図
4 耐震診断結果報告書及び現況写真
・既存建築物が昭和56年6月1日以降に着手したものについては不要
5 耐震診断登録員等であることを証する書類等の写し
・新宿区耐震診断登録員の場合及び既存建築物が昭和56年6月1日以降に着手したものについては不要
6 事業工程表
・年度ごとの事業工程がわかるもの
7 委任状
・代理の者が手続きを行う場合に提出
8 補助対象者であることを証する以下の書類
【補助対象者が個人の場合】
・区市町村民税の納付状況がわかるもの。非課税の場合は、特別区民税・都民税非課税証明書。
【補助対象者が法人の場合】
・法人登記簿謄本、抄本又は登記事項証明書の写し
・常時使用する従業員の数を確認できる資料
・宅地建物取引業者である場合にあっては、補助対象事業の施行による住宅又は土地を販売の目的としない念書
【建築物の所有者が複数いる補助対象者の場合】
・所有者全員の承諾書
【所有者の承諾を得て助成対象者となる場合】
・承諾書
9 以下に掲げる図面
　【不燃化建替え工事（除却及び新築）の場合】
①　既存配置図
②　既存平面図（面積表を含む）
③　計画配置図
④　計画平面図（面積表を含む）
⑤　計画立面図
⑥　計画断面図
· ④⑤⑥については、年度別の補助対象事業部分を示したもの
　【除却工事の場合】
①　既存配置図
②　既存平面図（面積表を含む）
